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 貸 借 対 照 表 
 

(2023年５月31日現在) 
(単位：円) 

 
科     目 金   額 科     目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 
 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
売 掛 金 
貯 蔵 品 
前 払 費 用 
未 収 入 金 
預 け 金 

固 定 資 産 
投資その他の資産 
差 入 保 証 金 
長 期 前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 

 

 
42,454,737 
23,713,778 
13,849,000 

12,727 
400,731 
14,940 

4,463,561 
902,950 
902,950 
396,000 
5,161 

501,789 
 

 
流 動 負 債 

買 掛 金 
一年以内返済関係会社長期借入金 

未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 
関 係 会 社 長 期 借 入 金 

 

14,382,513 
4,004,000 
3,000,000 
3,564,236 
187,900 

1,605,400 
660,977 

1,360,000 
15,500,000 
15,500,000 

 
 

負 債 合 計 29,882,513 

純 資 産 の 部 
 

株 主 資 本 
資 本 金 
利 益 剰 余 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

 

 
13,475,174 
30,000,000 

△16,524,826 
△16,524,826 
△16,524,826 

 
純 資 産 合 計 13,475,174 

資 産 合 計 43,357,687 負 債 純 資 産 合 計 43,357,687 
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損 益 計 算 書 
 

(2022年６月１日から2023年５月31日まで) 
(単位：円)   

 
科        目 金      額 

売 上 高  114,517,150 

売 上 原 価  82,059,247 

売 上 総 利 益  32,457,903 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  21,949,254 

営 業 利 益  10,508,649 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 172  

雑 収 入 300,243 300,415 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 130,813 130,813 

経 常 利 益  10,678,251 

税 引 前 当 期 純 利 益  10,678,251 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,624,524  

法 人 税 等 調 整 額 1,438,660 3,063,184 

当  期  純  利  益   7,615,067 
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株主資本等変動計算書 
 

(2022年６月１日から2023年５月31日まで) 
 (単位：円) 

 

 

株   主   資   本 

純資産 
合計 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 
合計 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

当 期 首 残 高 30,000,000 △24,139,893 △24,139,893 5,860,107 5,860,107 

当 期 変 動 額      

当 期 純 利 益  7,615,067 7,615,067 7,615,067 7,615,067 

当 期 変 動 額 合 計 ― 7,615,067 7,615,067 7,615,067 7,615,067 

当 期 末 残 高 30,000,000 △16,524,826 △16,524,826 13,475,174 13,475,174 
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個別注記表 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法) 

 

２. 引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

３. 収益の計上基準 

当社は、ソフトウエアの受託開発及び運用保守サービスを主たる事業としておりま

す。 

ソフトウエアの受託開発に関しては、一定の期間にわたり履行義務が充足されるも

のと判断しており、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。 

また、運用保守サービス業務に関しては、顧客との契約期間におけるサービス提供

を通じて一定の期間にわたり履行義務を充足することから、契約期間にわたりサービ

スの提供に応じて収益を認識しております。 

 

(会計方針の変更に関する注記) 

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用  

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から

適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価

算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといた

しました。これによる計算書類への影響はありません。 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

１. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数           

普通株式 60,000株 

 

 

 


